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   神奈川ネットは地域政党です 進めよう！市民参加・市民政治 市議 保坂れい子 
建設常任委員会(委員長) 

 

  

鎌倉市は 2015 年 3 月に公共施設再編計画を策定しました。施設の維持・更新にかかる

経費が「次世代の過大な負担」にならないようにする長期的な公共施設マネジメントを示し

たものです。2014年度から 40年間の施設更新経費について、計画対象の 129施設を全

て維持・更新する場合の試算額に対し 50％に抑える目標が掲げられました。 

 

 
公共施設再編の取組方針 

取組方針の一部を抜粋して紹介します（便宜的に附番)。 

① 新規単独施設の整備は行わない。サービスの内容は維持しつ

つ、類似機能の集約化により総量を削減 

② 施設の更新（大規模改修・建替え）時は原則複合化・集約化 

③ 施設と機能の分離、公共施設にこだわらない公共サービスの

提供を視野に入れる 

④ 学校施設（地域拠点校）を中心とした再編、複合化を検討 

⑤ 津波浸水想定域内に立地する施設は、域外の施設との複合化

や機能移転等を検討するとともに、避難対策の充実を図る 

公共施設再編計画の改訂の中身は？ 

市は現在、今年度末を目途に計画の改訂作業を行っています。

策定から 9 年近く経ち、社会情勢や市の施設をめぐる状況に変

化があり、データの更新などの時点修正が行われます。 

上記の取組方針の変更は基本的にない中で、④の地域拠点校

については修正が予定されています。これまでの「5 つの行政地

域に各 1 校を選定し、学校の建替えに合わせて地域活動支援機

能等を統合した地域拠点校として整備する」を、▽深沢地域で

は新庁舎に、鎌倉地域では市庁舎現在地に生涯学習等の機能が

集約される方向であること ▽学校整備計画（右表）との整合性

をはかること などから「施設規模や敷地面積を考慮して、集約・ 

 

学校整備計画は築年数で 3 分類 

学校整備計画は、2023 年度末の策定を目指し、現在計画素案

のパブリックコメントが行われています。 

位置づけ 
公共施設再編計画の下位の個別計画。市立の小中
25 校の学校施設の 40 年間の更新・管理の計画 

 

学校施設の

複合化 

施設更新時の建築的余裕や地域性を踏まえ、多世
代交流や地域コミュニティ強化のスペース確保
や、地域拠点校となる学校の複合機能・施設規模
等については、公共施設再編計画と整合性を取り
ながら、学校ごとに個別の整備計画で検討。 

3 グループに区分した再整備の時期と手法 

【区分 A】 
(小 7・中 2校) 

2041 年までに
築 70 年となる
建物 

築 70 年を目安に建替えを前提
とする。（最も早い小学校は
2034 年に築 70 年） 

 
【区分 B】 
(小 6・中 3校) 

 
2042～2051年
までに築 70 年
となる建物 

長寿命化改修による費用対効果
が期待できない場合は、築 70 年
を目安に建替え。期待できる場
合は、築 50 年を目安に長寿命
化改修 

【区分 C】 

(小 3・中 4校) 

2052 年以降に

築 70 年となる

建物 

長期的な学校継続が見込まれる
場合は築 70 年を目安に建替え。
不明な場合は築 50 年を目安に
長寿命化改修 

 

複合化が可能な場合

は、地域拠点校にこだ

わらず、柔軟に再編を

進める」とする案が示

されています。 

 

昨
年

12

月
に
ド
バ
イ
で
開
催
さ
れ
た
第

28

回
気
候
変
動
枠
組
条
約
締
約
国
会
議

（
Ｃ
Ｏ
Ｐ

28

）
は
、
産
業
革
命
前
か
ら
の

平
均
気
温
の
上
昇
を

1.5

度
に
抑
え
る
目
標

が
絶
望
視
さ
れ
る
中
、
「
化
石
燃
料
か
ら
の

脱
却
」
「
２
０
３
０
年
ま
で
に
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
の
設
備
容
量
を
世
界
全
体
で
３

倍
に
拡
大
」
な
ど
の
文
言
を
盛
り
込
ん
だ
合

意
文
書
を
採
択
し
ま
し
た
。 

 

公共施設は市民の財産― 持続的で適切なマネジメントを！ 
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地
震
国
日
本
に
お
い
て
、
温
室
効
果
ガ
ス

排
出
削
減
目
標
達
成
の
た
め
に
原
発
依
存

を
高
め
る
と
い
う
選
択
は
あ
り
得
ま
せ
ん
。 

欧
米
の
先
進
国
や
島
し
ょ
国
が
「
化
石
燃

料
の
段
階
的
な
廃
止
」
を
求
め
た
の
に
対

し
、
日
本
政
府
は
、
先
導
的
な
役
割
を
果
た

す
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。
そ
れ
ば
か

り
か
、
有
志

23

か
国
に
よ
る
「
２
０
５
０

年
ま
で
に
世
界
の
原
発
の
発
電
容
量
を
３

倍
に
す
る
」
と
い
う
宣
言
に
米
国
と
共
に
加

わ
り
ま
し
た
。 

最
終
日
の
合
意
文
書
に
は
、
温
室
効
果
ガ

ス
の
ゼ
ロ
排
出
・
低
排
出
技
術
と
し
て
原
発

も
追
記
さ
れ
ま
し
た
が
、
あ
く
ま
で
例
示
さ

れ
た
技
術
の
う
ち
の
一
つ
と
い
う
扱
い
で

し
た
。
日
本
が
今
後
気
候
危
機
対
策
と
し
て

原
発
の
推
進
に
力
を
入
れ
る
な
ら
、
世
界
の

潮
流
か
ら
大
き
く
取
り
残
さ
れ
ま
す
。 

 

折
し
も
、
元
旦
に
発
生
し
た
能
登
半
島
地

震
で
は
志
賀
原
発
が
大
き
な
揺
れ
に
見
舞

わ
れ
ま
し
た
。
半
島
に
は
断
層
が
入
り
組
ん

で
存
在
し
、
原
発
直
下
に
も
活
断
層
が
あ
る

と
指
摘
さ
れ
た
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
強
い
揺

れ
で
使
用
済
み
燃
料
の
冷
却
ポ
ン
プ
が
一

時
停
止
し
、
外
部
か
ら
電
気
を
受
け
る
変
圧

器
の
配
管
が
壊
れ
て
、
絶
縁
・
冷
却
用
の
油

が
大
量
に
漏
れ
出
し
、
電
源
系
統
の
一
部
は

当
分
使
え
ま
せ
ん
。
大
事
故
に
つ
な
が
る
可

能
性
が
あ
っ
た
こ
と
は
重
く
見
る
べ
き
で

す
。
何
よ
り
も
原
発
が
稼
働
中
で
あ
っ
た
ら

事
態
は
全
く
違
っ
て
い
た
で
し
ょ
う
。 

市
議 

保
坂
れ
い
子 

 

気
候
危
機
対
策
で 

原
発
推
進
は
あ
り
え
な
い 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

公共施設の維持・更新経

費を「次世代の過大な負

担」としないため、40 年と

いう長期の施設再編の考

え方を持つことは必要 

老朽化等で更新が必要な既存施

設に対し、利用者が存続を要望し

た場合には、当該施設以外での

サービス継続も選択肢  

（例えば、築 54 年で浸水想定域

にある鎌倉体育館は新総合体育

館に統合するが、ニーズが高いト

レーニング室は鎌倉地域に残す） 

鎌倉市には用地に余裕

がなく高層化ができな

い施設が多く、民間事

業者の資金・ノウハウを

活用したコスト削減手

法は限定的にしか活用

できないことを認識しな

くてはならない 

 

学校整備計画は、学校の

建替え・長寿命化改修に

ついて整理した長期計画

であり、これとは別に、学

校施設の損傷箇所の補修

や設備修繕等について短

中期的な計画（方針）を

作成・公表するべき 

 

神奈川ネットは 
こう考えます！ 

https://kamakura.kanagawanet.jp/
https://www.energy.gov/articles/cop28-countries-launch-declaration-triple-nuclear-energy-capacity-2050-recognizing-key

